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7. 評価結果 

HAW 施設の耐震性評価として廃止措置計画用設計地震動(Ss)による地震応答解析を行い，

接地率が浮き上がり非線形ばねを用いた地震応答解析を適用できる基準を満足しているこ

と，耐震壁に生じるせん断ひずみ及び接地圧が評価基準値を超えないことを確認した。以上

により，HAW 施設は廃止措置計画用設計地震動(Ss)に対して耐震余裕を有していることを確

認した。 
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3. HAW 施設の機器・配管系の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

廃止措置計画の添付書類 四において想定される事故として選定した，「使用済燃料

から分離されたものであって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却する機

能が喪失した場合にセル内において発生する蒸発乾固」に対して，発生防止策，拡大

防止策及び影響緩和策を講じるための事故対処設備（S クラス）を構成する高放射性

廃液貯槽(272V31～V36)について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計

地震動によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が可能である

ことを示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 評価対象の高放射性廃液貯槽(272V31～V36)の構造強度の評価は，有限要素法（FEM）

解析により行い，当該設備に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価

し，構造上の許容限界を超えないことを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1（日本機械学会） 

(5)地震時にせん断荷重を受ける機器据付ボルトの耐震裕度に関する一考察 

JAEA-Technology 2011-006 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

AL JSME S NC1-2012 SSB-3200に定める許容荷重 N 

F JSME S NC1-2012 SSB-3121に定める許容応力算定用基準値 MPa 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa 

Syd JSME S NC1-2012 SSB-3200に定める最高使用温度における材料の設計降伏点 MPa 

Syt JSME S NC1-2012 SSB-3200に定める試験温度における材料の設計降伏点 MPa 

TL JSME S NC1-2012 SSB-3210 に定める荷重試験により支持構造物が破損するおそれ

のある荷重 

N 

 

3. 評価部位 

高放射性廃液貯槽(272V31～V36)の構造強度の評価は，評価上厳しくなる胴，ラグ，

据付ボルトについて実施する。高放射性廃液貯槽(272V31～V36)の概要図を図 3-1 に

示す。 

 

ラグ

本体胴

ジャケット 基礎ボルト

胴 

据付ボルト 冷却ジャケット 

 

冷却ジャケット

ラグ
胴

据付ボルト

外径6842

t=21

 
図 3-1 高放射性廃液貯槽（272V31～V36）の概要図 
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4. 構造強度評価 

4.1 荷重の組み合せ 

発生応力の算出においては，自重，圧力及び地震による応力を組み合わせた。地震

による応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法等

により組み合わせた。 

 

4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」を準拠又は実験

値等で妥当性が確認されているものを用いた。評価にあたっては供用状態 Ds におけ

る許容応力を用いた。供用状態 Ds について，温度は設計温度，圧力については設計

圧力，自重については液量を満杯とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地

震動による地震力を組み合わせた状態とした。 

据付ボルトのせん断応力の許容応力について，「発電用原子力設備規格 設計・建

設規格 JSME S NC1-2012 SSB-3200」では，当該支持構造物と同一の材質及び形状

を有する支持構造物がある場合は，その支持構造物で求めた値を使用することができ

るとしていることから，当該規格に基づき，せん断試験を実施し，その試験から得ら

れた値を用いた（「地震時にせん断荷重を受ける機器据付ボルトの耐震裕度に関する

一考察 JAEA-Technology 2011-006」参照）。 

 

 

評価部位 応力分類 許容応力 

胴 一次一般膜応力 0.6 Su 

胴 一次応力 0.9 Su 

ラグ 一次応力 F 

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

据付ボルト せん断応力 AL (許容荷重)=0.6 TL Syd/Syt 
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4.3 減衰定数 

減衰定数は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」に規定された値

を用いた。 

使用した減衰定数を表 4-1に示す。 

 

表 4-1 使用した減衰定数 

評価対象設備 
減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

高放射性廃液貯槽

(272V31～V36) 
1.0 1.0 

 

 

4.4 設計用地震力 

「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987」に基づき，廃止措置計画用設

計地震動による建家の地震応答解析の結果得られる各階の床応答加速度をもとに，各

階の床応答スペクトル（Ss-D，Ss-1，Ss-2 の 3 波包絡，周期軸方向に±10%拡幅した

もの）を作成し，これを評価に用いた。 

高放射性廃液貯槽(272V31～V36)の解析用の床応答スペクトルは，機器据付階（１

階）のものを用いた。使用した解析用の床応答スペクトルを表 4-2，図 4-1及び図 4-2

に示す。 

 

 

表 4-2 使用した解析用の床応答スペクトル 

評価対象設備 水平方向 鉛直方向 

高放射性廃液貯槽

(272V31～V36) 

解析用の床応答スペクトル 

（１階，減衰定数 1.0%） 

解析用の床応答スペクトル 

（１階，減衰定数 1.0%） 
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図 4-1 解析用の床応答スペクトル（水平方向，1階，減衰定数 1.0%） 
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図 4-2 解析用の床応答スペクトル（鉛直方向，1階，減衰定数 1.0%） 
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4.5 計算方法 

高放射性廃液貯槽（272V31～V36）の計算方法について，FEM 解析（スペクトルモ

ーダル法）により発生応力を算出した。発生応力と許容応力を比較することにより評

価を行った。解析コードは FINAS※1を用いた。 

 

※1 日本原子力研究開発機構，伊藤忠テクノソリューション株式会社, “FINAS 汎用非線形構造解析

システム Version 21.0”. 

 

4.6 計算条件 

4.6.1 解析モデル 

高放射性廃液貯槽(272V31～V36)の解析モデルを図 4-3に，据付ボルトの拘束条件

を図 4-4 に示す。FEM 解析のモデルは，その振動特性に応じ，代表的な振動モードが

適切に表現でき，地震荷重による応力を適切に算定できるものを用いた。 

解析モデルにおいて，槽内構造物等の質量は胴板に付加し，高放射性廃液の質量は

接液部胴板に付加し，解析モデルの総質量が約 207 tとなるように，胴板の密度を設

定した。 

 

4.6.2 諸元 

高放射性廃液貯槽（272V31～V36）の主要寸法・仕様を表 4-3に示す。 

 

表 4-3 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目  値 

高放射性廃液貯槽 

(272V31～V36) 

耐震重要度分類  Sクラス 

機器区分  クラス 3 

圧力（設計圧力）  0.049 (MPa) 

胴外径  6842 (mm) 

胴板厚さ  21 (mm) 

胴高さ（外側）  4807 (mm) 

胴材質  SUS316L 

胴温度（設計温度）  80 (℃) 

据付ボルト呼び径  M48 

据付ボルト材質  SUS316 

据付ボルト温度  80 (℃) 

液量（満杯）  120 (m3) 

液密度  1.28 (g/cm3) 

空質量  約 53 (t) 

総質量  約 207 (t) 
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X
Z

Y

X

Z

Y

据付ボルト 1 

据付ボルト 2 

据付ボルト 1 

据付ボルト 2 

 ラグ据付面端辺 

（ラグ据付面と接する架台の端辺） 

ラグ据付面端辺 

(ラグ据付面と接する 

架台の端辺) 

x 
y 

z 

z 

x 

y 

 

 

部位 
並進方向 回転方向 

x y z θx θy θz 

据付ボルト 1 〇 〇 － － － － 

据付ボルト 2 － 〇 〇 － － － 

ラグ据付面端辺 － 〇 － － － － 

 

拘束条件     〇：固定、－：フリー 

 
 

図 4-3 高放射性廃液貯槽（272V31～V36）の解析モデル 
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4.7 固有周期 

高放射性廃液貯槽（272V31～V36）の固有周期及び固有モードを図 4-5に示す。 

 

胴側方向 フリー 

胴直角方向 拘束 

＜据付ボルト 1イメージ図＞ 

図 4-4 高放射性廃液貯槽（272V31～V36）解析モデルの拘束条件 

鉛直方向（Y方向） 拘束 

X

Z

Y

鉛直方向（Y 方向） 拘束 

X

Z

Y
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１次モード図   固有周期：0.071（秒） 

 

 

 
図 4-5 高放射性廃液貯槽（272V31～V36） 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.071（秒） 

 

 

 図 4-5 高放射性廃液貯槽（272V31～V36） 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.056（秒） 

 

 

図 4-5 高放射性廃液貯槽（272V31～V36） 固有モード図（3/3） 
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5. 評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1に示す。 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の高放射性廃液貯槽(272V31～V36)の各評価部位の発生

応力はいずれも許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 
応力比※1 

高放射性廃液貯槽 

(272V31～V36) 

胴 

（冷却ジャケッ

トを含む） 

一次一般膜 144 269 0.54 

一次 268 404 0.67 

ラグ 一次 127 205 0.62 

据付ボルト 
引張 35 246 0.15 

せん断 191 232※2 0.83 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 

※2 JSME S NC1-2012 SSB-3200 に基づき実施したせん断試験から得られた AL をボルトの

断面積で除して算出した許容応力（国立研究開発法人日本原子力研究開発機構, "地震

時にせん断荷重を受ける機器据付ボルトの耐震裕度に関する一考察 ", 

JAEA-Technoloty 2011-006）。 

 

<115>



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間貯槽(272V37,V38)の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

廃止措置計画の添付書類 四において想定される事故として選定した，「使用済燃料

から分離されたものであって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却する機

能が喪失した場合にセル内において発生する蒸発乾固」に対して，発生防止策，拡大

防止策及び影響緩和策を講じるための事故対処設備（S クラス）を構成する中間貯槽

（272V37,V38）について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の

解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動

によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が可能であることを

示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 評価対象の中間貯槽(272V37,V38)の構造強度の評価は，有限要素法（FEM）解析に

より行い，当該設備に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構

造上の許容限界を超えないことを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1（日本機械学会） 

 

2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa 

 

 

3. 評価部位 

中間貯槽(272V37,V38)の構造強度の評価は，評価上厳しくなる胴，ラグ，据付ボル

トについて実施する。中間貯槽(272V37,V38)の概要図を図 3-1 に示す。 
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据付ボルト

本体胴

ラグ

 据付ボルト（Ｍ３０）

本体胴

据付ボルト（Ｍ３０）
ラグ

t=16

 

 

図 3-1 中間貯槽（272V37,V38）の概要図 

 

 

4. 構造強度評価 

4.1 荷重の組み合せ 

発生応力の算出においては，自重，圧力及び地震による応力を組み合わせた。地震

による応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法等

により組み合わせた。 

 

4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」を準拠し，供用

状態 Ds における許容応力を用いた。供用状態 Ds について，温度は設計温度，圧力に
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ついては設計圧力，自重については液量を満杯とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置

計画用設計地震動による地震力を組み合わせた状態とした。 

 

 

評価部位 応力分類 許容応力 

胴 一次一般膜応力 0.6 Su 

胴 一次応力 0.9 Su 

ラグ 一次応力 F 

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3)) 

 

 

4.3 減衰定数 

減衰定数は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」に規定された値

を用いた。 

使用した減衰定数を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 使用した減衰定数 

評価対象設備 
減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

中間貯槽

(272V37,V38) 
1.0 1.0 

 

 

4.4 設計用地震力 

廃止措置計画用設計地震動による建家の地震応答解析の結果得られる各階の床応

答時刻歴波を評価に用いた。 

中間貯槽(272V37,V38)の床応答時刻歴波は，機器据付階（1 階）のものを用いた。

使用した床応答時刻歴波を表 4-2，図 4-1，図 4-2 及び図 4-3 に示す。 
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表 4-2 使用した床応答時刻歴波 

評価対象設備 水平方向 鉛直方向 

中間貯槽

(272V37,V38) 

廃止措置計画用設計地震動

Ss(Ss-D, Ss-2, Ss-2)による床応答

時刻歴波(１階) 

廃止措置計画用設計地震動

Ss(Ss-D, Ss-1, Ss-2)による床応

答時刻歴波(1 階) 
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図 4-1 廃止措置計画用設計地震動 Ss(Ss-D，Ss-1，Ss-2)による床応答時刻歴波形 

（1階，水平 NS 方向） 
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図 4-2 廃止措置計画用設計地震動 Ss(Ss-D，Ss-1，Ss-2)による床応答時刻歴波形 

（1階，水平 EW 方向） 
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図 4-3 廃止措置計画用設計地震動 Ss(Ss-D，Ss-1，Ss-2)による床応答時刻歴波形 

（1階，鉛直方向） 

 

 

<124>



添 3‐2‐8 
 

4.5 計算方法 

中間貯槽(272V37,V38)の計算方法について，FEM 解析（時刻歴応答解析）により発

生応力を算出した。発生応力と許容応力を比較することにより評価を行った。解析コ

ードは FINAS※1を用いた。 

 

 

※1 日本原子力研究開発機構，伊藤忠テクノソリューション株式会社, “FINAS 汎用非線形構造解析

システム Version 21.0”. 

 

4.6 計算条件 

4.6.1 解析モデル 

中間貯槽(272V37,V38)の解析モデルを図 4-4 に示す。FEM 解析のモデルは，その振

動特性に応じ，代表的な振動モードが適切に表現でき，地震荷重による応力を適切に

算定できるものを用いた。 

解析モデルにおいて，槽内構造物等の質量は胴板に付加し，解析モデルの総質量が

約 22 t となるように，胴板の密度を設定した。 

 

4.6.2 諸元 

中間貯槽(272V37,V38)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。 

 

表 4-3 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目  値 

中間貯槽

(272V37,V38) 

耐震重要度分類  S クラス 

機器区分  クラス 3 

圧力（設計圧力）  0.049 (MPa) 

胴外径  2532 (mm) 

胴板厚さ  16 (mm) 

胴高さ（外側）  3031 (mm) 

胴材質  SUS316L 

胴温度(設計温度)  80 (℃) 

据付ボルト呼び径  M30 

据付ボルト材質  SUS316 

据付ボルト温度  60 (℃) 

液量（満杯）  13 (m3) 

液密度  1.28 (g/cm3) 

空質量  約 5.4 (t) 

総質量  約 22 (t) 
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図 4-4 中間貯槽（272V37,V38）の解析モデル 
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4.7 固有周期 

中間貯槽(272V37,V38)の固有周期及び固有モードを図 4-5 に示す。 
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１次モード図   固有周期：0.033（秒） 

  

 

 
図 4-5 中間貯槽(272V37,V38) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.033（秒） 

  

 

 図 4-5 中間貯槽(272V37,V38) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.027（秒） 

 

 

図 4-5 中間貯槽(272V37,V38) 固有モード図（3/3） 
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5. 評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の中間貯槽(272V37,V38)の各評価部位の発生応力はいず

れも許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 
応力比※1 

中間貯槽

(272V37,V38) 

胴 

（冷却ジャケッ

トを含む） 

一次一般膜 102 269 0.38 

一次 167 404 0.42 

ラグ 一次 66 210 0.32 

据付ボルト 
引張 3 139 0.03 

せん断 108 142 0.77 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 
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水封槽(272V41,V42)の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

廃止措置計画の添付書類 四において想定される事故として選定した，「使用済燃料

から分離されたものであって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却する機

能が喪失した場合にセル内において発生する蒸発乾固」に対して，発生防止策，拡大

防止策及び影響緩和策を講じるための事故対処設備（S クラス）を構成する水封槽

(272V41,V42)について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解

釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動に

よって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が可能であることを示

す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 評価対象の水封槽(272V41,V42)の構造強度の評価は，「原子力発電所耐震設計技術

規程 JEAC4601－2008」のラグ支持たて置円筒形容器の構造強度評価に準拠し，当該

設備に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限界

を超えないことを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1（日本機械学会） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Do 胴外径 mm 

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa 

ｈ 胴高さ mm 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa 

t 胴板厚さ mm 

𝜎଴ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

𝜎଴ః 胴の周方向一次一般膜応力 MPa 

𝜎଴௫ 胴の軸方向一次一般膜応力 MPa 

𝜎ఃଵ 内圧又は静水頭による胴の周方向応力 MPa 

𝜎ఃଶ 静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 MPa 

𝜎௫ଵ 内圧又は静水頭による胴の軸方向応力 MPa 

𝜎௫ଶ 運転時質量による胴の軸方向応力 MPa 

𝜎௫ଵଵ 鉛直方向地震力による胴断面に生じる引張応力 MPa 

𝜎௫ସ 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸方向応

力 

MPa 

𝜎ଵ 胴の一次応力の最大値 MPa 

𝜎ଵଵ 
～𝜎ଵ଺ 

水平方向地震力（Z 方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組

合せ一次応力 

MPa 

𝜎ଵ଻ 
～𝜎ଵଵ଴ 

水平方向地震力（X 方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組

合せ一次応力 

MPa 

𝜎௕ ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

𝜎௕ଵ 
～𝜎௕ଷ 

水平方向地震力（Z 方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じる引

張応力 

MPa 

𝜎௕ସ 
～𝜎௕ହ 

水平方向地震力（X 方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じる引

張応力 

MPa 

𝜏௕ ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

𝜏௕ଶ 水平方向地震力（Z 方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせ

ん断応力 

MPa 

𝜏௕ସ 
～𝜏௕ହ 

水平方向地震力（X 方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせ

ん断応力 

MPa 

𝑇ு 水平方向固有周期 s 

𝜔ு 水平方向振動系の角速度 rad/s 

 

<135>



添 3‐3‐3 
 

 

3. 評価部位 

水封槽(272V41,V42)の構造強度の評価は，評価上厳しくなる胴，据付ボルトについ

て実施する。水封槽(272V41,V42)の概要図を図 3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 構造強度評価 

4.1 荷重の組み合せ 

発生応力の算出においては，自重，圧力及び地震による応力を組み合わせた。地震

による応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法等

により組み合わせた。 

 

4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」を準拠し，供用

図 3-1 水封槽（272V41,V42）の概要図 

据付ボルト

Do

t

h 胴 
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状態 Ds における許容応力を用いた。供用状態 Ds について，温度は設計温度，圧力に

ついては設計圧力，自重については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措

置計画用設計地震動による地震力を組み合わせた状態とした。 

 

評価部位 応力分類 許容応力 

胴 一次一般膜応力 0.6 Su 

胴 一次応力 0.9 Su 

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3)) 

 

 

4.3 設計用地震力 

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-1 に示す。 

水封槽(272V41,V42)の静的解析用震度は，機器据付階のもの（4F，水平方向：1.24，

鉛直方向：0.79）を用いた。 

 

 

表 4-1 静的解析用震度 

階 
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2） 

水平方向 鉛直方向 

RF 1.41 0.80 

5F 1.36 0.80 

4F 1.24 0.79 

3F 1.18 0.79 

1F 1.10 0.78 

B1F 1.04 0.77 
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4.4 計算方法 

水封槽(272V41,V42)の計算方法として，「原子力発電所耐震設計技術規程 

JEAC4601－2008」のラグ支持たて置円筒形容器の構造強度評価の計算式を適用して発

生応力を算出した。発生応力と許容応力を比較することにより評価を行った。 

 

胴の一次一般膜応力： 

𝜎଴ ൌ maxሾ𝜎଴ః, 𝜎଴௫ሿ 
𝜎଴ః ൌ 𝜎ఃଵ ൅ 𝜎ఃଶ 

𝜎଴௫ ൌ 𝜎௫ଵ ൅ 𝜎௫ଶ ൅ ට𝜎௫ଵଵଶ ൅ 𝜎௫ସ
ଶ 

 

胴の一次応力： 

𝜎ଵ ൌ maxሾ𝜎ଵଵ, 𝜎ଵଶ, 𝜎ଵଷ, 𝜎ଵସ, 𝜎ଵହ, 𝜎ଵ଺, 𝜎ଵ଻, 𝜎ଵ଼, 𝜎ଵଽ, 𝜎ଵଵ଴ሿ 
 

据付ボルトの引張応力： 

𝜎௕ ൌ maxሾ𝜎௕ଵ, 𝜎௕ଶ, 𝜎௕ଷ, 𝜎௕ସ, 𝜎௕ହሿ 
 

据付ボルトのせん断応力： 

𝜏௕ ൌ maxሾ𝜏௕ଶ, 𝜏௕ସ, 𝜏௕ହሿ 
 

 

 

 

 

4.5 計算条件 

4.5.1 解析モデル 

水封槽(272V41,V42)の解析モデルを図 4-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

<138>



添 3‐3‐6 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.5.2 諸元 

水封槽(272V41,V42)の主要寸法・仕様を表 4-2 に示す。 

 

表 4-2 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目 記 号 値 

水封槽

(272V41,V42) 

耐震重要度分類 ― B クラス 

機器区分 ― クラス 3 

圧力（設計圧力）  0.049 (MPa) 

胴外径 Do 816 (mm) 

胴板厚さ t 6 (mm) 

胴高さ h 1316 (mm) 

胴材質  ― SUS316L 

胴温度 (設計温度) ― 100 (℃) 

据付ボルト呼び径 ― M20 

据付ボルト材質 ― SUS316 

据付ボルト温度   100 (℃) 

総質量 ― 600 (kg) 

 

図 4-1 水封槽（272V41,V42）の解析モデル 
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4.6 固有周期 

水封槽(272V41,V42)の固有周期は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－

2008」のラグ支持たて置円筒形容器の以下の計算式を用いて算出した。 

 

𝑇ு ൌ
2𝜋
𝜔ு

 

 

 

水封槽(272V41,V42)の固有周期を表 4-3 に示す。 

 

 

表 4-3 固有周期 

評価対象設備 固有周期 

水封槽(272V41,V42) 0.028 (秒) 
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5. 評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の水封槽(272V41,V42)の各評価部位の発生応力はいずれ

も許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
応力比※1 

水封槽

(272V41,V42) 

胴 
一次一般膜 4 263 0.02 

一次 9 395 0.03 

据付ボルト 
引張 21 237 0.09 

せん断 15 137 0.11 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 
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1. 概要 

廃止措置計画の添付書類 四において想定される事故として選定した，「使用済燃料

から分離されたものであって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却する機

能が喪失した場合にセル内において発生する蒸発乾固」に対して，発生防止策，拡大

防止策及び影響緩和策を講じるための事故対処設備（S クラス）を構成する緊急放出

系フィルタユニット（272F480）について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準

に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計

画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が可

能であることを示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 評価対象の緊急放出系フィルタユニット（272F480）の構造強度の評価は，「原子力

発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」のポンプ・ファン類の構造強度評価に準

拠し，当該設備に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上

の許容限界を超えないことを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1（日本機械学会） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

𝐴௕ 据付ボルトの軸断面積 mm2 

𝐴ௌ 最小有効せん断断面積 mm2 

𝐶ு 水平方向設計震度 ― 

𝐶௉ ポンプ振動による震度 ― 

𝐶௏ 鉛直方向設計震度 ― 

𝐸 縦弾性係数 MPa 

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa 

𝐹௕ 据付ボルトに生じる引張力 N 

𝐺ூ せん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度 mm/s2 

h 据付面から重心までの距離 mm 

𝐼 断面 2次モーメント mm4 

𝑙ଵ, 𝑙ଶ 重心と据付ボルト間の水平方向距離（𝑙ଵ ≦ 𝑙ଶ） mm 

L 据付ボルト間隔 mm 

M 総質量 kg 

𝑀௉ ポンプ回転により働くモーメント N・mm 

𝑛 据付ボルトの本数 ― 

𝑛௙ 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ― 

𝑄௕ 据付ボルトに生じるせん断力 N 

𝜎௕ 据付ボルトに生じる引張応力 MPa 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa 

𝑇ு 水平方向固有周期 s 

𝜏௕ 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa 

 

 

3. 評価部位 

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の構造強度の評価は，評価上厳しくなる

据付ボルトについて実施する。 

 

4．構造強度評価 

4.1 荷重の組み合せ 

発生応力の算出においては，自重及び地震による応力を組み合わせた。地震による

応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法等により
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組み合わせた。 

 

4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」を準拠し，供用

状態 Ds における許容応力を用いた。供用状態 Ds について，温度は設計温度，自重に

ついては設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動による

地震力を組み合わせた状態とした。 

 

評価部位 応力分類 許容応力 

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3)) 

 

 

4.3 設計用地震力 

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-1 に示す。 

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の静的解析用震度は，機器据付階のもの

（4F，水平方向：1.24，鉛直方向：0.79）を用いた。 

 

 

表 4-1 静的解析用震度 

階 
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2） 

水平方向 鉛直方向 

RF 1.41 0.80 

5F 1.36 0.80 

4F 1.24 0.79 

3F 1.18 0.79 

1F 1.10 0.78 

B1F 1.04 0.77 
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4.4 計算方法 

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の計算方法として，「原子力発電所耐震設

計技術規程 JEAC4601－2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算式を適用して発生

応力を算出した。発生応力と許容応力を比較することにより評価を行った。 

 

引張力（𝐹௕）： 

𝐹௕ ൌ
1
𝐿

ቄ 𝑚𝑔ඥሺ𝐶ுℎሻଶ ൅ ሺ𝐶௏𝑙ଵሻଶ ൅ 𝑚𝑔𝐶௉ሺℎ ൅ 𝑙ଵሻ ൅ 𝑀௉ െ 𝑚𝑔𝑙ଵ ቅ 

 

引張応力（𝜎௕）： 

𝜎௕ ൌ
𝐹௕

𝑛௙𝐴௕
 

 

せん断力（𝑄௕）： 

𝑄௕ ൌ mgሺ𝐶ு ൅ 𝐶௉ሻ 
 

せん断応力（𝜏௕）： 

𝜏௕ ൌ
𝑄௕

𝑛𝐴௕
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4.5 計算条件 

4.5.1 解析モデル 

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の解析モデルを図 4-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.5.2 諸元 

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の主要寸法・仕様を表 4-2 に示す。 

 

 

 

 

図 4-1 解析モデル 

（ａ）正面方向モデル 

フィルタユニット 

架台 

 

転倒方向 

ｍ 

Ｌ 

据付ボルト 

転倒支点 

l1 l2 

h 

（ｂ）側面方向モデル 

 

転倒方向 

Ｌ 

据付ボルト 
転倒支点 

ｍ 

l1 l2 

h 

<148>



添 3‐4‐6 

 

表 4-2 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目 記 号 値 

緊急放出系フィルタ

ユニット（272F480） 

耐震重要度分類 ― B クラス 

機器区分 ― クラス 3 

据付ボルト間隔 L 810 (mm) 

据付ボルト呼び径 ― M16 

据付ボルト材質 ― SUS316 

据付ボルト温度 ― 110 (℃) 

据付面から重心までの距離 h 1100 (mm) 

総質量 m 1800 (kg) 

 

 

4.6 固有周期 

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の固有周期は，1 質点系振動モデルとし

て考え，以下の計算式を用いて算出した。 

 

𝑇ு ൌ 2πඨ
𝑚

1000
ቆ

ℎଷ

3𝐸𝐼
൅

ℎ
𝐴ௌ𝐺ூ

ቇ 

 

 

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の固有周期を表 4-3 に示す。 

 

 

表 4-3 固有周期 

評価対象設備 固有周期 

緊急放出系フィルタユニット（272F480） 0.029 (秒) 

 

 

<149>



添 3‐4‐7 

 

 

5．評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の緊急放出系フィルタユニット（272F480）の発生応力は

いずれも許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 
応力比※1 

緊急放出系フィル

タユニット

（272F480） 

据付ボルト 

引張 16 233 0.07 

せん断 7 134 0.06 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 
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1 次冷却水系配管及び緊急放出系配管 

の耐震性についての計算書 
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1．概要 

廃止措置計画の添付書類 四において想定される事故として選定した，「使用済燃

料から分離されたものであって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却する

機能が喪失した場合にセル内において発生する蒸発乾固」に対して，発生防止策，拡

大防止策及び影響緩和策を講じるための事故対処設備（S クラス）を構成する 1 次冷

却水系配管及び緊急放出系配管について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準

に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計

画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が可

能であることを示す。 

 

2．一般事項 

2.1 評価方針 

 評価対象の配管は，振動数基準の定ピッチスパン法により設置している。配管の構

造強度の評価は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」に基づき，当該

配管に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限界

を超えないことを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1（日本機械学会） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

𝐶ு 水平方向設計震度 ― 

𝐶௏ 鉛直方向設計震度 ― 

𝐷଴ 管の外径 mm 

g 重力加速度 mm/s2 

𝑖ଵ 設計・建設規格 PPC-3530 及び PPC-3810 に定める応力係数 ― 

L 最大支持間隔 mm 

𝑀௔ 機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）により生じるモーメント N・mm 

𝑀௕ 機械的荷重（地震を含めた短期的荷重）により生じるモーメント N・mm 

𝑃 圧力 MPa 

𝑆௣௥௠ 一次応力 MPa 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa 

𝑡 管の厚さ mm 

w 管の単位長さ当たりの質量 kg/mm 

𝑍 管の断面係数 mm3 

 

 

 

 

3. 評価部位 

配管の構造強度の評価は，本体の一次応力について実施する。評価の範囲は事故対

処設備として機能維持が求められる 1 次冷却水系配管及び緊急放出系配管の系統の

一部（図 3-1）とする。 
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図 3-1 1 次冷却水系配管及び緊急放出系配管の概要図 

 

 

4．構造強度評価 

4.1 荷重の組み合せ 

発生応力の算出においては，自重，圧力及び地震による応力を組み合わせた。地震

による応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法等

により組み合わせた。 

 

4.2 許容応力 

配管の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601－1987」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」を準拠し，供用

エンジン
ポンプ 槽類

換気系

水封槽Ｈ
Ｅ
Ｐ
Ａ

緊急放出系

商用/非常用

発電機

第6

変電所

分電盤

緊急電源接続盤

電源切替盤

電源切替盤

冷却塔

主排気筒

エンジン
付きポンプエンジン

付きポンプ 槽類
換気系

水封槽

Ｈ
Ｅ
Ｐ
Ａ
フ
ィ
ル
タ

緊急放出
系配管

熱交換器

ポンプ

1次冷却
水系配管

配管系統の評価範囲 
1 次冷却水系配管： 

事故対処時にエンジン付きポンプを接続する 1 次冷却水配管の接続位置か

ら冷却コイルまでの範囲（青線部）。 
緊急放出系配管： 

重大事故時に影響緩和のために期待する高放射性廃液貯槽から建家出口ま

での放出経路（赤線部）。排気筒による拡散効果を期待しないため建家外

の配管（ダクト）は評価対象外である。 
なお，水封槽及び HEPA フィルタは別紙で評価する。 
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状態 Ds における許容応力を用いた。供用状態 Ds について，温度は設計温度，圧力に

ついては設計圧力，配管内部の流体については充填し，それぞれ生じる荷重と廃止措

置計画用設計地震動による地震力を組み合わせた状態とした。 

 

 

評価部位 応力分類 許容応力 

配管 一次応力 0.9 Su 

 

 

4.3 設計用地震力 

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-1 に示す。 

1 次冷却水系配管及び緊急放出系配管の静的解析用震度は，配管据付最上階のもの

（RF，水平方向：1.41，鉛直方向：0.80）を用いた。 

 

 

表 4-1 静的解析用震度 

階 
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2） 

水平方向 鉛直方向 

RF 1.41 0.80 

5F 1.36 0.80 

4F 1.24 0.79 

3F 1.18 0.79 

1F 1.10 0.78 

B1F 1.04 0.77 
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4.4 計算方法 

配管の計算方法として，以下に示す「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－

2008」の配管の計算式を適用して発生応力を算出した。発生応力と許容応力を比較す

ることにより評価を行った。 

 

𝑆௣௥௠ ൌ
P𝐷଴
4𝑡

൅
0.75𝑖ଵሺ𝑀௔ ൅𝑀௕ሻ

Z
 

 

 

4.5 計算条件 

4.5.1 解析モデル 

1 次冷却水系配管及び緊急放出系配管については，振動数基準の定ピッチスパン法

により設置しており，等分布荷重を受ける両端単純支持はりにモデル化した。1 次冷

却水系配管及び緊急放出系配管の解析モデルを図 4-1 に示す。 

 

 

 

図 4-1 1 次冷却水系配管及び緊急放出系配管の解析モデル 

 

 

等分布荷重を受ける両端単純支持はりの𝑀௔は次式で表される。 

 

𝑀௔ ൌ
𝑤𝑔𝐿ଶ

8
 

 

また，𝑀௕については，次式で表される。 

 

𝑀௕ ൌ ඥሺ𝑀௔𝐶ுሻଶ ൅ ሺ𝑀௔𝐶௏ሻଶ 
 

 

 

両端単純支持はり

L
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4.5.2 諸元 

1 次冷却水系配管及び緊急放出系配管の仕様を表 4-2 に示す。 

 

 

表 4-2 1 次冷却水系配管及び緊急放出系配管の仕様 

評価対象

設備 

耐震重要

度分類 
機器区分 流体名 

流体の

密度 

(g/cm3) 

材質 
保温

有無 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

呼び径 

（A） 
Sch 

最大支持

間隔 

(mm) 

1 次冷却水

系配管 
S クラス クラス 3 冷却水 1.0 SUS304 無 100 1.37 

32 40 2160 

50 20S 2520 

80 10S 2920 

150 10S 3730 

200 10S 4200 

緊急放出

系配管 
B クラス クラス 3 空気 ― 

SUS304LTP 無 100 1.37 

80 20S 3380 

200 20S 5310 

400 (9.0 mm) 7340 

SUS304 無 40 ― φ850 (5.0 mm) 10770 
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5．評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の 1 次冷却水系配管及び緊急放出系配管の発生応力はい

ずれも許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 
呼び径 

（A） 
Sch 

発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
応力比※1 

1 次冷却水系配管 

32 40 31 396 0.08 

50 20S 34 396 0.09 

80 10S 41 396 0.11 

150 10S 51 396 0.13 

200 10S 54 396 0.14 

緊急放出系配管 

80 20S 31 367 0.09 

200 20S 34 367 0.10 

400 (9.0 mm) 38 367 0.11 

φ850 (5.0 mm) 23 468 0.05 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 
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（別冊 1－12） 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設に関する設計及び工事の計画 
 

（高放射性廃液貯蔵場(HAW)及び配管トレンチ(T21)周辺の地盤改良工事） 
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１．変更の概要 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法（平成 16 年法律第 155 号）附則第 18

条第 1 項に基づき、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」第 44

条第 1 項の指定があったものとみなされた再処理施設について、平成 30 年 6 月 13

日付け原規規発第 1806132 号をもって認可を受け、令和 2 年 2 月 10 日付け原規規発

第 2002103 号をもって変更の認可を受けた核燃料サイクル工学研究所の再処理施設

の廃止措置計画（以下「廃止措置計画」という。）について、変更認可の申請を行う。 

今回、高放射性廃液貯蔵場（HAW）は地盤の拘束効果により建物の接地率及び接地圧

の向上、配管トレンチ（T21）は躯体の曲げ及びせん断力に対する耐震性を向上させる

ことを目的として、周辺地盤を置換コンクリートにより改良する。 
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２．準拠すべき法令、基準及び規格 

 

「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和 32 年法律第 166

号） 

「再処理施設の設計及び工事の方法の技術基準に関する規則」（昭和 62 年総理府令第

12 号） 

「再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（平成 25 年 原子力規制委員

会規則第 27 号） 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」 

（平成 25 年 原子力規制委員会規則第 5 号） 

「原子力発電所耐震設計技術指針(JEAG4601)」(日本電気協会) 

「原子力発電所耐震設計技術規程(JEAC4601)」(日本電気協会) 

「日本産業規格(JIS)」 

「コンクリート標準示方書」(土木学会) 

「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震設計に関する安全照査マニュアル」 

（平成４年９月 土木学会 原子力土木委員会）  

「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・同マニュアル」 

（平成１７年６月 土木学会 原子力土木委員会） 
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３．設計の基本方針 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）は地盤の拘束効果により建物の接地率及び接地圧の向

上、配管トレンチ（T21）は躯体の曲げ及びせん断力に対する耐震性を向上させることを

目的として、周辺地盤を置換コンクリートにより改良する。  

 

<166>



 

 

４．設計条件及び仕様 

 

（１）設計条件 

表-1  設計条件１ 

名     称 高放射性廃液貯蔵場（HAW）  

耐震重要度分類 
セル S クラス（旧 A 類） 

建家 B クラス（旧 B 類） 

構     造 鉄筋コンクリート造 

 

 

 

表-2  設計条件２ 

名     称 配管トレンチ(T21)  

耐震重要度分類 S クラス（旧 A 類） 

構     造 鉄筋コンクリート造 
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（２） 仕様 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び配管トレンチ(T21)の耐震性向上のため、以下の施工を行

う。 

 

表-3 設計仕様 

名    称 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び配管トレンチ(T21) 

仕    様 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）周辺地盤 

 置換コンクリート 

配管トレンチ(T21) 周辺地盤 

 置換コンクリート 

材    料 置換コンクリート：普通コンクリート(JIS A 5308) 

図 別図-1～別図-6 

  

 

表-4 置換コンクリート材料 

項 目 設計基準強度 備 考 

普通コンクリート 18 N/mm2 
コンクリート標準示方

書 

 

 

表-5 置換コンクリート工の範囲 

対 象 底面（ｍ）※１,２ 上面（ｍ）※１ 

高放射性廃液貯蔵場

（HAW） 
T.P.±0.00 以深 T.P.＋4.00 以浅 

配管トレンチ 

(T21) 
T.P.＋0.85 以深 T.P.＋5.15 以浅 

※1：既設構造物の状況により、改良範囲が異なる場合がある。 

※2：久米層の出現深度により、改良範囲が異なる場合がある。 
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５．工事の方法 

(1) 工事の方法及び手順 

 本申請に係る工事の方法及び手順を別図-7 に示す。 

 

１) 試験・検査項目 

 試験・検査は、工事の工程に従い、次の項目について実施する。 

 

①  材料検査 

方 法：ａ.置換コンクリートの強度を圧縮強度試験により確認する。 

判 定：ａ.置換コンクリートの圧縮強度の平均値が表-4 に示す設計基準強度の値

以上であり、かつ、個々の値が表-4 に示す設計基準強度の値の 85%以上

であること。 

 

②  寸法検査 

方 法：ａ.置換コンクリートの底面を測定又は目視により確認する。 

ｂ.置換コンクリートの上面を測定により確認する。 

判 定：ａ.置換コンクリートの底面が表-5 に示す範囲もしくは別図-3～別図-6 に

示す久米層であること。 

ｂ.置換コンクリートの上面が表-5 に示す範囲であること。 

 

③  外観検査 

方 法：a.置換コンクリートの範囲を目視により確認する。 

判 定：a.置換コンクリートが別図-2 に示す範囲であること。 
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(2) 工事上の安全対策 

   本工事に際しては、以下の注意事項に従い行う。 

① 本工事の保安については、再処理施設保安規定に従うとともに、労働安全衛生法

に従い、作業者に係る労働災害の防止に努める。 

② 本工事においては、作業手順、装備、連絡体制等について十分に検討した上で、

作業を実施する。 

③ 本工事においては、ヘルメット及び保護手袋等の保護具を作業の内容に応じて着

用し、災害防止に努める。 

④ 本工事における火気作業時は、近傍の可燃物を除去した上で実施する。ただし、

可燃物を除去できない場合は、不燃シートによる作業場所の養生等を行い、火災

を防止する。 

⑤ 本工事における高所作業時は、墜落制止用器具等の保護具を着用し、災害防止に

努める。 
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６．工事の工程 

 

本申請に係る工事の工程を表-6 に示す。 

 

表-6 高放射性廃液貯蔵場(HAW)及び配管トレンチ(T21)周辺の地盤改良工事工程表 

 
令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 備 考 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)

及び配管トレンチ(T21)周

辺の地盤改良工事 

      

 ⼯事 
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（別図） 
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別図-1 再処理施設の構成及び申請範囲 

 

  

地盤改良範囲 
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別図-2 置換コンクリート施工範囲平面図 

※既設構造物の状況により、改良範囲が異なる場合がある。 
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別図-3 A- A’ 断面図 

※久米層の出現深度及び既設構造物の状況により、改良範囲が異なる場合がある。 
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 別図-4 B- B’ 断面図 

※久米層の出現深度及び既設構造物の状況により、改良範囲が異なる場合がある。 
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 別図-5 C- C’ 断面図 

※久米層の出現深度及び既設構造物の状況により、改良範囲が異なる場合がある。 

 

<177>



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別図-6 D- D’ 断面図 

※久米層の出現深度及び既設構造物の状況により、改良範囲が異なる場合がある。 
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別図-7 置換コンクリート工事フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

凡例

： 置換コンクリートの圧縮強度試験は、コンクリート打設後に実施する。

コンクリート
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材
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添 付 書 類 
 
 
 

１．申請に係る「再処理施設の技術基準に関する規則」と

の適合性 

２．申請に係る「再処理施設に係る再処理事業者の設計

及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のための

組織の技術基準に関する規則」との適合性 
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１．申請に係る「再処理施設の技術基準に関する規則」

との適合性 
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1−1 

本申請に係る「再処理施設に関する設計及び工事の計画」は以下に示すとおり「再処理施設の

技術基準に関する規則」に掲げる技術上の基準に適合している。 

技 術 基 準 の 条 項 

評価の必要性の有無 

適 合 性 

有・無 項・号 

第一条 定義 － － － 

第二条 特殊な設計による再処理施設 無 － － 

第三条 
廃止措置中の再処理施設の維

持 
無 － － 

第四条 核燃料物質の臨界防止 無 － － 

第五条 安全機能を有する施設の地盤 無 － － 

第六条 地震による損傷の防止 有 第２項 別紙-1 にしめすとおり 

第七条 津波による損傷の防止 無 － － 

第八条 
外部からの衝撃による損傷防

止 
無 － － 

第九条 
再処理施設への人の不法な侵

入等の防止 
無 － － 

第十条 閉じ込めの機能 無 － － 

第十一条 火災等による損傷の防止 無 － － 

第十二条 
再処理施設内における溢水に

よる損傷の防止 
無 － － 

第十三条 
再処理施設内における化学薬

品の漏えいによる損傷の防止 
無 － － 

第十四条 安全避難通路等 無 － － 

第十五条 安全上重要な施設 無 － － 

第十六条 安全機能を有する施設 無 － － 

第十七条 材料及び構造 無 － － 

第十八条 搬送設備 無 － － 

第十九条 使用済燃料の貯蔵施設等 無 － － 

第二十条 計測制御系統施設 無 － － 

第二十一条 放射線管理施設 無 － － 

第二十二条 安全保護回路 無 － － 
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1−2 

技 術 基 準 の 条 項 

評価の必要性の有無 

適 合 性 

有・無 項・号 

第二十三条 制御室等 無 － － 

第二十四条 廃棄施設 無 － － 

第二十五条 保管廃棄施設 無 － － 

第二十六条 
使用済燃料等による汚染の防

止 
無 － － 

第二十七条 遮蔽 無 － － 

第二十八条 換気設備 無 － － 

第二十九条 保安電源設備 無 － － 

第三十条 緊急時対策所 無 － － 

第三十一条 通信連絡設備 無 － － 

第三十二条 重大事故等対処施設の地盤 無 － － 

第三十三条 地震による損傷の防止 無 － － 

第三十四条 津波による損傷の防止 無 － － 

第三十五条 火災等による損傷の防止 無 － － 

第三十六条 重大事故等対処設備 無 － － 

第三十七条 材料及び構造 無 － － 

第三十八条 
臨界事故の拡大を防止するた

めの設備 
無 － － 

第三十九条 
冷却機能の喪失による蒸発乾

固に対処するための設備 
無 － － 

第四十条 

放射線分解により発生する水

素による爆発に対処するため

の設備 

無 － － 

第四十一条 
有機溶媒等による火災又は爆

発に対処するための設備 
無 － － 

第四十二条 
使用済燃料貯蔵槽の冷却等の

ための設備 
無 － － 

第四十三条 
放射性物質の漏えいに対処す

るための設備 
無 － － 

第四十四条 
工場等外への放射性物質等の

放出を抑制するための設備 
無 － － 
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1−3 

技 術 基 準 の 条 項 

評価の必要性の有無 

適 合 性 

有・無 項・号 

第四十五条 
重大事故等への対処に必要と

なる水の供給設備 
無 － － 

第四十六条 電源設備 無 － － 

第四十七条 計装設備 無 － － 

第四十八条 制御室 無 － － 

第四十九条 監視測定設備 無 － － 

第五十条 緊急時対策所 無 － － 

第五十一条 
通信連絡を行うために必要な

設備 
無 － － 

第五十二条 電磁的記録媒体による手続 無 － － 
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1−4

別紙－１ 

 

２ 本申請は、事業指定基準規則第七条第三項に規定する基準地震動による地震力

（廃止措置計画用設計地震動による地震力）に対して、耐震重要施設である HAW

施設及び配管トレンチ（T21）の健全性を維持するために必要となる耐力を確保

するため、HAW 施設及び、配管トレンチ（T21）周辺地盤を置換コンクリートで改

良するものである。 

HAW 施設及び 配管トレンチ（T21）の耐震性については、添付資料（別添 6-

1-3）機器・配管系及び建物・構築物の構造（耐震性）に関する説明書による。

第六条（地震による損傷の防止） 

安全機能を有する施設は、これに作用する地震力（事業指定基準規則第七条第二項

の規定により算定する地震力をいう。）による損壊により公衆に放射線障害を及ぼすこ

とがないものでなければならない。 

２ 耐震重要施設（事業指定基準規則第六条第一項に規定する耐震重要施設をいう。

以下同じ。）は、基準地震動による地震力（事業指定基準規則第七条第三項に規定す

る基準地震動による地震力をいう。以下同じ。）に対してその安全性が損なわれるお

それがないものでなければならない。 

３ 耐震重要施設は、事業指定基準規則第七条第三項の地震により生ずる斜面の崩壊

によりその安全性が損なわれるおそれがないものでなければならない。 
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２．申請に係る「再処理施設に係る再処理事業者の設計

及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のため

の組織の技術基準に関する規則」との適合性 
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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法（平成 16 年法律第 155 号）附則第 18

条第 1項に基づき、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」第 44

条第 1項の指定があったものとみなされた再処理施設について、平成 30 年 6 月 13 日

付け原規規発第 1806132 号をもって認可を受け、令和 2年 2月 10 日付け原規規発第

2002103 号をもって変更の認可を受けた核燃料サイクル工学研究所の再処理施設の廃

止措置計画（以下「廃止措置計画」という。）において、申請に係る設計及び工事の品

質管理を行う。 
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東海再処理施設の安全対策に係る 5 月までの面談スケジュール（案）

令和 2 年 4 月 7 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

▽面談、◇監視チーム会合

面談項目 

（◎5月補正、〇説明状況を踏まえ5月の補正の可

否を含め検討） 

令和 2 年 

3 月 4 月 5 月 

～19 ～31 1～3 ～10 ～17 ～24 ～30 1～8 ～15 ～22 ～29 

第 38 回 

監視チーム 

(3／11) 

コメント対

応 

・守るべき施設のリスト 26▼ ▼2 30◇ ▽1

・敷地に津波浸入を許す理由 26▼ ▼2 30◇ ▽1

・HAW 以外施設の評価実施時期 26▼ ▼2 30◇ ▽1

・TVF 津波防護方針 26▼ ▼2 30◇ ▽1

・HAW 津波対策工事の効果 23▽ 30◇ ▽1

・漏出可能性評価、対策の計画 26▼ ▼2 30◇ ▽1

・緊急安全対策の位置付け等整理 23▽ 30◇ ▽1
・津波設定ガイドの適合性確認計画 26▼ ▼2 30◇ ▽1

・安全系関連施設防護の考え方 21▽

・漂流物を踏まえた津波防護評価 １9▼ 31▽ ▼2 30◇ ▽1

・HAW 津波防護対策の目的 26▼ ▼2 30◇ ▽1

・津波襲来後の作業実現性 21▽

・トレンチ浸水防止構造 １9▼ 31▽ ▼2 30◇ ▽1

・HAW 内壁増し打ちの考え方 26▼ ▼2 30◇ ▽1

基本方針

等 

◎基本方針及び

安全対策実施全体スケジュール
16▽  30◇ ▽1

地震による

損傷の防止 

◎HAW 建家周辺地盤改良

（T21 トレンチを含む）

◎HAW 建家耐震評価

◎HAW 設備耐震評価

〇TVF 建家耐震評価

〇TVF 設備耐震評価

7▽ 

7▽ 

7▽ 

9▽ 

9▽ 

30◇ 

30◇ 

30◇ 

30◇ 

30◇ 

▽1

▽1

▽1

▽1

▽1

津波による

損傷の防止 

◎漂流物設定

◎HAW 津波防護対策方針

◎HAW 建家健全性評価

(波力、余震重畳)

〇TVF 建家健全性評価 

(波力、余震重畳) 

▼2

▼2

30◇ 

30◇ 

▽1

▽1

14▽

21▽

外部

から

の衝

撃に

よる

損傷

の防

止 

竜

巻 

〇HAW 建家健全性評価（開口部を除

く、設計飛来物の設定を含む） 

〇TVF 建家健全性評価（開口部を除

く、設計飛来物の設定を含む） 

23▽ 

23▽ 

森

林

〇HAW 建家健全性評価 

〇TVF 建家健全性評価 

14▽

14▽

火

山 

〇HAW 建家健全性評価 

〇TVF 建家健全性評価 

 14▽

14▽

外

部

〇HAW 建家健全性評価 

〇TVF 建家健全性評価 

14▽

14▽

重大 

事故 

対処 

〇HAW 事故対処の方法、設備及びそ

の有効性評価（緊急安全対策を含む） 

〇TVF 事故対処の方法、設備及びそ

の有効性評価（緊急安全対策を含む） 

21▽

21▽
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